
平成24年度政府開発援助海外経済協力事業委託費による「案件化調査」にかかる採択結果一覧

企画名 受託企業名 所在地 コンサルティング会社 対象分野 対象国 概要

1
ベトナム社会主義共和国における産業・医療
廃棄物処理問題に対する焼却炉普及に向け
たODA案件調査

入三機材株式会社 福島県
株式会社会川アジアビジネス
研究所
株式会社浜銀総合研究所

環境・エネル
ギー・廃棄物
処理

ベトナム

産業・医療廃棄物処理問題に対する焼却炉普及に関する調査。同社は耐
久性、省エネ性能及び高度処理を備えた焼却炉を開発済みであり、産業・
医療廃棄物処理に当該焼却炉を導入し、環境改善を目指す。

2 資源循環推進事業創出に関する調査
萬世リサイクルシステムズ株式会
社

神奈川県
横浜市

カーボンフリーコンサルティング
株式会社

環境・エネル
ギー・廃棄物
処理

フィリピン

資源循環推進事業創出に関する調査。セブ市において、生物分解可能廃
棄物や金属類、その他廃棄物の分別を推進することにより、同廃棄物等の
資源化に向けたリサイクルや燃料化を可能にし、地域の環境改善を目指
す。

3 農産物流通IT導入案件化調査 イーサポートリンク株式会社 東京都 日本工営株式会社 農業 フィリピン

農産物流通IT導入に関する調査。対象国主要都市において、農産物流通
システム（青果物販売管理、栽培履歴、生産者、農薬検索に関するシステ
ム）を導入することにより、流通段階の効率化を図り、生産性向上を目指
す。また、同システム導入による農産物流通改善を目的とするＯＤＡ事業の
案件化を検討する。

4
サモア　アピア近郊に再生可能エネルギーを
使った沖縄・宮古島モデル案件化調査

福山商事株式会社
株式会社沖電システム

沖縄県
一般財団法人南西地域産業活
性化センター

水の浄化・水
処理

サモア

島嶼性・亜熱帯性の特性を生かし「沖縄・宮古島モデル」として確立された
水供給システム敷設に関する調査。同システムは薬剤と電力を使わず、補
助的に太陽光発電ポンプの補助動力を用いるシステムであり、宮古島市が
サモアで実施する草の根技術協力とも連携し安全な水の供給を目指す。

5
ソロモン諸島及びその他太平洋諸島における
環境配慮型トイレ導入調査

大成工業株式会社 鳥取県 オリジナル設計株式会社
環境・エネル
ギー・廃棄物
処理

ソロモン諸島
その他太平洋諸島

環境配慮型トイレの導入に関する調査。環境配慮型トイレの導入による衛
生環境改善を目指す。また、トイレの有料化や副産物の販売の事業化も検
討する。

6
カンボジア国およびベトナム国（ホーチミン地
域）における作業工具の新規市場開拓および
ODA案件化調査

トップ工業株式会社 新潟県 株式会社日本経済研究所
職業訓練・産
業育成

カンボジア
ベトナム

作業工具の新規市場開拓およびODA案件化に関する調査。高レベルの作
業工具を提供しつつ、その操作に当たっての基本動作を伝授することによ
り、産業人材並びに下請け企業等の育成を目指す。

7
ベトナム国におけるダムおよびダム下流水環
境改善事業案件化調査

株式会社丸島アクアシステム 大阪府 株式会社日建設計シビル
環境・エネル
ギー・廃棄物
処理

ベトナム

ダムの水門メーカーである同社はダムの貧酸素化を解決する曝気装置を
特許開発している。ベトナム・フエ省ではダムが貧酸素化を起こし環境に影
響を与えており、フエ省に同社の製品を紹介し、貧酸素化現象及び下流河
川の水環境悪化抑止を目的とした深層曝気装置の導入と普及を目指す。

8
屋根を利用した省エネ・太陽光・防災事業案
件化調査

元旦ビューティ工業株式会社 東京都 株式会社毛利建築設計事務所
環境・エネル
ギー・廃棄物
処理

ベトナム

屋根を利用したエネルギー事業の調査。平時の補完的な電力源の創出、
省エネ・防災の強化を目的とし、公共施設への省エネ・太陽光・防災屋根技
術の導入を目指す。

9 ベトナム金型産業・人材育成調査 株式会社オーミ 静岡県 株式会社日本開発サービス
職業訓練・産
業育成

ベトナム

金型産業と技術人材育成に関する調査。ハノイ近郊において金型製作事
業を立ち上げ、自動車・自動二輪車用のプレス加工品等を手掛け、現地調
達率の向上やその技術・人材の育成を目指す。

10
アイスバッテリー・システムによるメディカル・
コールド・チェーン強化調査

アイ・ティ・イー株式会社 東京都
Value Frontier株式会社
株式会社フジタプランニング

医療保健 インド

アイスバッテリー・システム導入に関する調査。-25～25℃の間で自由に温
度設定でき、その温度を最長で24時間～144時間まで維持できる「アイス
バッテリーシステム」をインドの病院、保健所、血液銀行を対象に導入し、
都市部から地方の医療機関にワクチンや血液を供給するメディカル・コー
ルド・チェーンの整備を目指す。
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企画名 受託企業名 所在地 コンサルティング会社 対象分野 対象国 概要

11
バイオレメディエーションによる地下水浄化に
関する案件化調査

アサヒ地水探査株式会社 東京都
パナソニック　エクセルインター
ナショナル株式会社

水の浄化・水
処理

インド

バイオレメディエーションによる地下水浄化に関する調査。安全な水の提供
に向け、地下水汚染浄化用の食品由来である微生物活性化栄養剤の製造
販売、土壌・地下水汚染調査技術の向上を目指す。

12
付加価値税（VAT）の徴収・管理システム普及
の為の案件化調査

株式会社ビー・エム・シー・イン
ターナショナル

大阪府
株式会社かいはつマネジメン
ト・コンサルティング

職業訓練・産
業育成

ミャンマー
ベトナム

対象国の徴税管理状況、法制度整備状況、市場調査等を行い、付加価値
税の徴収・管理システムの普及を目指す。

13
ベトナムにおける改質FAを使用した高品質コ
ンクリート二次製品産業の創出に係る調査

平玄株式会社 東京都 株式会社リサイクルワン
環境・エネル
ギー・廃棄物
処理

ベトナム

改質石炭燃焼灰を使用した高品質コンクリート二次製品産業の創出に関す
る調査。石炭火力発電所から排出され廃棄される石炭燃焼灰を有効資源
として活用し、より高品質なコンクリート原料（改質石炭燃焼灰）を生産する
事業の確立を目指す。

14 太陽光発電を用いた水浄化事業案件化調査 株式会社ウェルシィ 東京都 日本テクノ株式会社
環境・エネル
ギー・廃棄物
処理

ケニア

太陽光発電を用いた水浄化事業に関する調査。電力インフラが整備されて
いない環境下に太陽光発電で駆動する小規模分散型浄水装置の導入・普
及を行い、給水率の向上を目指す。

15
新しい天然無機質系凝集沈降剤（H・O・H）を
用いた小規模飲料水供給事業案件化調査

HALVO株式会社 鹿児島県
株式会社日本港湾コンサルタ
ント

水の浄化・水
処理

ベトナム

同社の凝集剤は天然無機質系材料である鹿児島シラスを材料としており、
通常の凝集剤に比べ5倍の処理能力がある。ベトナム北部（ハティン省＝
河川水）と南部（ビンロン省＝地下水）の農村部において同凝集剤を用いた
安全な小規模飲料水の提供を目的とする調査を行う。同社は同凝集剤に
関し、ベトナム向けの殺菌等の技術を開発しており、既にベトナムにおいて
同装置の導入・試験を開始しており、安全な飲料水の提供を目指す。

16
バングラデシュ農村部における簡易上水道事
業の可能性調査

橋梁技建株式会社
POLY-GLU SOCIAL BUSINESS
株式会社
有限会社レジンテック

愛知県 株式会社野村総合研究所
水の浄化・水
処理

バングラデシュ

農村部における簡易上水道に関する調査。農村部にて池沼・河川から取水
した水を凝集剤により浄化するタンクと各家庭までの管網の設置をし、飲料
可能な水を供給する簡易上水道のインフラ構築を目指す。

17
メコン川流域諸国におけるPOU浄水システム
普及に向けた案件化調査事業

日研株式会社 神奈川県
株式会社かいはつマネジメン
ト・コンサルティング

水の浄化・水
処理

カンボジア
小型浄水システム普及に関する調査。当該浄水製品による安全な飲料水
の提供により、対象地域の住民の健康状態、家計支出の改善を目指す。

18
ユーグレナを用いた母子保健事業案件化調
査

株式会社ユーグレナ 東京都 株式会社三菱総合研究所 医療保健 バングラデシュ

母子の栄養改善と乳児死亡率の削減を目指し、現地食習慣に適した形で
のユーグレナ（ミドリムシ）の活用方法、栄養状態改善に向けた課題を調査
する。

19
日本企業の技術を活かした産業自動化技術
の展開可能性調査

株式会社新興技術研究所 東京都 アイ・シー・ネット株式会社
職業訓練・産
業育成

カザフスタン

産業自動化技術の展開可能性に関する調査。日本企業の技術を活かした
産業自動化技術の展開及びその教育に関する現状やニーズを調査し、
ODA事業として自動化技術教育の実施を目指す。

20
高性能定温輸送容器によるワクチン及び臨
床検体・治験検体の輸送品質改善に関わる
調査

株式会社スギヤマゲン 東京都
株式会社東京医療コンサルティ
ング

医療保健 インド

ワクチン及び臨床検体、治験検体の輸送品質改善に関する調査。主要都
市において高性能定温輸送容器を紹介し、ワクチンや検体等の効果的か
つ効率的な定温輸送体制の構築を目指す。

21
無電化・弱電化地域における流水式マイクロ
水力発電プロジェクト案件化調査

シーベルインターナショナル株式
会社

東京都 株式会社野村総合研究所
環境・エネル
ギー・廃棄物
処理

ラオス
ベトナム
カンボジア

無電化・弱電化地域における流水式マイクロ水力発電に関する調査。流水
式マイクロ水力発電機の導入により安定した電力を確保し、無電化地域に
おける小規模企業の生産性の向上や雇用拡大等を目指す。
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企画名 受託企業名 所在地 コンサルティング会社 対象分野 対象国 概要

22 危険物貯蔵地下タンクの案件化調査 玉田工業株式会社 石川県
山田ビジネスコンサルティング
株式会社

防災・災害対
策等

ベトナム
危険物貯蔵地下タンクに関する調査。環境・防災対策として、ガソリンスタ
ンド・化学工場等に対して、危険物貯蔵地下タンク（SF二重殻タンク）の普
及を目指す。

23
大洋州島嶼国における廃ガラスリサイクル沖
縄モデルの導入案件化調査

株式会社トリム 沖縄県 株式会社沖縄TLO
環境・エネル
ギー・廃棄物
処理

バヌアツ キリ
バス トンガ
パプアニュー
ギニア

廃ガラスリサイクル沖縄モデルの導入に関する調査。廃ガラス再資源化プ
ラントを設置し、廃棄物処理やリサイクルによる地域循環型社会の構築を
目指す。

24
視覚障害者のための教育・就業支援案件化
調査

株式会社日本テレソフト 東京都 株式会社地球システム科学 福祉 スーダン
視覚障害者支援の調査。ハルツーム市にて、点字情報機器の提供、IT機
器の整備による視覚障害者の教育と就業機会の創出を目指す。

25
マレーシアにおける日本の先端測量計測機
器を活用した、社会整備資本等の維持管理
能力向上を目的としたODA案件化調査事業

関西工事測量株式会社 大阪府 アクセンチュア株式会社
職業訓練・産
業育成

マレーシア

社会整備資本等の維持管理能力向上に関する調査。遠隔罅割れ計測シス
テムを通じた社会整備資本等の維持管理能力向上を目指し、技術協力プ
ロジェクト等のＯＤＡ案件化を目指す。また、当該分野の研究および人材育
成のＯＤＡ案件化の可能性も検証する。

26

新興国および太平洋の島国における”ソー
ラーハイブリッドシステム”（ディーゼル発電と
太陽光発電のミックスによる発電システム）の
普及に関する調査

上野グリーンソリューションズ株
式会社

神奈川県
横浜市

株式会社工業市場研究所
環境・エネル
ギー・廃棄物
処理

フィリピン
インドネシア

ソーラーハイブリッドシステムの普及に関する調査。ディーゼル発電などの
既存設備と太陽光発電設備のハイブリッドシステム導入による無電化地域
の電化及びコスト低下を目指す。

27 パワーコントロールシステム事業可能性調査 棚橋電機株式会社 大阪府 新日本有限責任監査法人
環境・エネル
ギー・廃棄物
処理

カンボジア
太陽光を活用したパワーコントロールシステム事業に関する調査。病院等
におけるパワーコントロールシステム導入による電力状況の改善と、電気
技術者の育成を目指す。

28
チュニジア国でのRO膜処理による都市下水
高度処理および処理水の農業用水への展開

日本ピュアウォーター株式会社 石川県 アクセンチュア株式会社
水の浄化・水
処理

チュニジア
都市下水高度処理および処理水の農業用水に関する調査。都市下水を、
逆浸透膜を使った処理システムにより塩分濃度を飲料水レベルに下げ、処
理水の農業用水への展開を目指す。

29
精米機製造・販売事業に基づくODA案件化調
査－日本の精米技術に基づく中小精米業の
技術・品質向上－

株式会社タイワ精機 富山県 株式会社日本開発政策研究所 農業 カンボジア

中小精米業の技術・品質向上に関するODA案件提案を目的とする調査。
中小精米業者及び農民グループを対象に、地方の現状に適合した小型精
米機及びビジネスモデルを検討し、日本の技術で生産される精米機及び精
米プラントの導入を図る。

30
ICTを駆使した遠隔診断・遠隔研修医療連携
事業調査

ViewSend ICT株式会社 東京都
システム科学コンサルタンツ株
式会社

医療保健 ベトナム

遠隔診断、遠隔研修医療連携に関する調査。地域間や医療機関による医
療サービス格差の解消に向けて、北部の中央レベル病院と各省病院（総合
病院、専門病院）間に当該製品を活用して医療連携システムを導入し、病
院間の遠隔診断及び遠隔研修網の構築を目指す。

31 医療廃棄物処理システムのパッケージ展開 テスコ株式会社 愛知県
八千代エンジニヤリング株式会
社

環境・エネル
ギー・廃棄物
処理

バングラデ
シュ

医療廃棄物処理システムに関する調査。医療廃棄物処理システム（①適
正管理・処理制度の整備支援、②管理処方の普及・医療機関の指導、③
処理施設の整備、④処理施設の維持管理）の事業展開を目指す。

32
防災・環境保全及び環境再生技術の展開・普
及可能性調査

多機能フィルター株式会社 山口県 国立大学法人　山口大学
防災・災害対
策等

インドネシア

防災、環境保全及び環境再生技術に関する調査。浸食・濁水・飛砂防止効
果の高いシートを敷設することにより防災および環境保全と将来の土壌の
肥沃化による環境の再生を目指す。
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平成24年度政府開発援助海外経済協力事業委託費による途上国政府への普及事業採択予定案件一覧

企画名 受託企業名 所在地 コンサルティング会社 対象分野 対象国 概要

1
小規模生活排水処理による河川の水質改善
及び生活改善事業

毛管浄化システム株式会社 東京都 毛管浄化システム株式会社
水の浄化・水
処理

ブータン
土壌浄化法（土壌を用いた水の浄化法）を用いた小規模生活排水処理技
術の普及事業。パッケージ型インフラ整備事業としての展開を想定し、水洗
トイレ等の導入によりブータン都市部の衛生状況の改善を図る。

2
下水管路建設における推進工法技術の普及
事業

ヤスダエンジニアリング株式会社
株式会社イセキ開発工機

大阪府
機動建設工業株式会社
日本工営株式会社

水の浄化・水
処理

インドネシア
下水管建設における非開削工事技術である推進工法の普及事業。交通渋
滞や建造物への影響を最小限に留められる同技術のインドネシアへの移
転を図る。

3
ミルクフィッシュ養殖事業における太陽光発電
利用の普及

株式会社パワーバンクシステム 熊本県 株式会社野村総合研究所
環境・エネル
ギー・廃棄物
処理

フィリピン
塩水でも腐食しない太陽光パネルを電源とする、エアレーションシステムの
養殖事業への普及を図る。持続可能な方法で途上国の養殖業に係る水質
汚染などの問題解決を目指す。

4
プレカット工法を用いた木造住宅建築技術の
普及

株式会社西野工務店 福井県
DevelopmentEx.com, INC
太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

職業訓練・産
業育成

ラオス
プレカット工法及び白蟻対策の技術供与、人材育成のための調査及びパ
イロット事業（研修事業）。同技術の移転によりラオスにおいて高価な木造
住宅の価格が下がり、豊富な森林資源が有効活用されることを目指す。

5
リサイクル型廃棄物中間処理施設　パイロッ
ト事業

株式会社西原商事 福岡県
株式会社エヌ・ティ・ティ・データ
経営研究所

環境・エネル
ギー・廃棄物
処理

インドネシア
既存のゴミ中継所をリサイクル型廃棄物中間処理施設にグレードアップす
るパイロット事業。最終処分場に運ばれるゴミの量を減らし、途上国のゴミ
問題の解決を目指す。

6 浄化槽汚泥の脱水装置の普及事業 アムコン株式会社
神奈川県
横浜市

株式会社エックス都市研究所
水の浄化・水
処理

フィリピン
汚泥脱水装置普及のための調査およびパイロット事業（デモンストレーショ
ン）を行う。適切な汚泥処理方法の普及により地域公共水域の衛生環境・
水質環境の保全への貢献を目指す。

7 ＶＡＴ徴収・管理システムの普及事業
株式会社ビー・エム・シー・イン
ターナショナル

大阪府
株式会社かいはつマネジメン
ト・コンサルティング

その他（ガバ
ナンス）

モザンビーク
キャッシュレジスターに装着してVATの脱税を困難にする装置及びシステ
ムの普及のための調査及び実証実験。徴税基盤の強化と不正な脱税を防
ぐことを目指す。

8 手動ろ過浄水装置及び貯水タンク普及事業 新洋技研工業株式会社 新潟県
DevelopmentEx.com, INC
太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

水の浄化・水
処理

エチオピア
ケニア

持ち運び可能な小型の手動ろ過浄水装置、及び浄化した水を貯蓄する貯
水タンクの普及事業。衛生状況の改善や、女性・子供の水汲み労働の軽減
を目指す。

9
地方村落を対象とした簡易浄水器による水供
給事業の普及に関する調査業務

POLY-GLU　SOCIAL　BUSINESS
株式会社
豊田通商株式会社

大阪府 オーピーシー株式会社
水の浄化・水
処理

タンザニア

凝集剤を利用した浄水技術のBOPビジネスとしての展開を狙う。市場調査
に加えて現地モデル学校に簡易浄水設備を設置して適合性検証を行う。
安全な水の供給による衛生改善の他、同ビジネスの普及による雇用促進
も目指す。

10 Dr.カー（移動型診療所）の実施プロジェクト

アクシオヘリックス株式会社
株式会社スマートエナジー
特定非営利活動法人ロシナンテ
ス

沖縄県
テクノロジーシードインキュベー
ション株式会社

医療保健 スーダン
低所得者向けの移動型医療サービスの普及を図る事業。現地調査に加え
て、ドクターカーを導入し遠隔医療システムと組み合わせて適合性検証を
行う。遠隔地・農村部での医療アクセス改善を目指す。
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